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2025年９月 
 

発行登録追補書類に記載の事項 
 
 
 

モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 

米ドル建ゼロクーポン社債 
 
 

モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 

豪ドル建ゼロクーポン社債 
 
 

モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 

円建ゼロクーポン社債 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．発行会社は、金融商品取引法第23条の４の規定によりモルガン・スタンレー 2045年９月14

日満期 米ドル建ゼロクーポン社債、モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 豪ドル建

ゼロクーポン社債及びモルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 円建ゼロクーポン社債

（以下「本社債」と総称します。）の売出しに関する訂正発行登録書を令和７年８月15日

に関東財務局長に提出しております。 

 

２．本書および本社債に関する2025年８月付発行登録目論見書をもって本社債の発行登録追補

目論見書としますので、これらの内容を合わせてご覧下さい。ただし、本書では令和７年

８月15日付訂正発行登録書および令和７年９月12日付発行登録追補書類に記載された情報

のうち、同発行登録目論見書に既に記載されたものについては、一部を省略しています。 
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【発行登録追補書類番号】 ６－外１－５ 

 

【提出書類】 発行登録追補書類 

 

【提出日】 令和７年９月12日 

 

【今回の売出金額】 モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 米ドル建

ゼロクーポン社債 

28,969,038米ドル（円貨額4,274,671,247円） 

（円貨額は、2025年９月11日現在の株式会社三菱UFJ銀行

の対顧客電信売買相場の仲値である１米ドル＝147.56円

を換算レートとして計算されている。） 

 

モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 豪ドル建

ゼロクーポン社債 

4,094,883豪ドル（円貨額399,537,734円） 

（円貨額は、2025年９月11日現在の株式会社三菱UFJ銀行

の対顧客電信売買相場の仲値である１豪ドル＝97.57円を

換算レートとして計算されている。） 

 

モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 円建ゼロ

クーポン社債 

257,314,200円 

 

  

【安定操作に関する事項】 該当事項なし 

 

【縦覧に供する場所】 該当事項なし 

 

【これまでの売出実績】 

（発行予定額を記載した場合） 

 

番号 提出年月日 売出金額 減額による訂正年月日 減額金額 

６－外１－１ 令和６年12月６日 8,978,953,538円

該当事項なし ６－外１－２ 令和７年３月14日 4,011,177,075円

６－外１－３ 令和７年６月13日 6,422,852,400円

実績合計額 19,412,983,013円 減額総額 ０円 

  

【残額】(発行予定額－実績合計額－減額総額) 760,587,016,987円 

 

（注） モルガン・スタンレーは「モルガン・スタンレー 2040年９月26日満期 豪ドル建ゼロクーポン

社債」（売出総額13,308,400豪ドル（円価額1,277,606,400円））の売出しを行うために、令和７年８月

29日に発行登録追補書類（発行登録追補書類番号 ６-外１-４）を関東財務局長に提出したが、令和７

年９月26日が当該社債の受渡期日であり、本書の提出日現在当該社債の受渡しが完了していないため、

上記金額を上記の実績合計額欄に加算し、また、上記の［残額］から控除することはしていない。 

 

（発行残高の上限を記載した場合） 

番号 提出年月日 売出金額 償還年月日 償還金額 
減額による
訂正年月日 

減額金額 

該当事項なし 

実績合計額 該当事項なし 償還総額 該当事項なし 減額総額 該当事項なし 
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【残高】 該当事項なし 

 

【安定操作に関する事項】 該当事項なし 

 

【縦覧に供する場所】 該当事項なし 
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第一部【証券情報】 

 

[モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 米ドル建ゼロクーポン社債に関する情報] 

[モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 豪ドル建ゼロクーポン社債に関する情報] 

[モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 円建ゼロクーポン社債に関する情報] 

 

第１【募集要項】 

 

 該当事項なし。 

 

第２【売出要項】 

 

１【売出有価証券】 

（１）【売出社債（短期社債を除く。）】 

 

[米ドル建社債] 

売出券面額の総額又は 

売 出 振 替 社 債 の 総 額 
72,170,000米ドル 

売 出 価 額 の 総 額 28,969,038米ドル 

 

[豪ドル建社債] 

売出券面額の総額又は 

売 出 振 替 社 債 の 総 額 
11,290,000豪ドル 

売 出 価 額 の 総 額 4,094,883豪ドル 

 

[円建社債] 

売出券面額の総額又は 

売 出 振 替 社 債 の 総 額 
429,000,000円 

売 出 価 額 の 総 額 257,314,200円 

 

２【売出しの条件】 

 

[米ドル建社債] 

売 出 価 格 額面の40.14％ 
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[豪ドル建社債] 

売 出 価 格 額面の36.27％ 

 

[円建社債] 

売 出 価 格 額面の59.98％ 

 

 

４．償還および買入れ 

4.3 課税事由による償還 

 

[米ドル建社債] 

本社債は、 

(i) 米国、または米国のもしくは米国内の行政上の下部組織もしくは課税当局の法律または法

律に基づき制定された規則もしくは命令において、課税に影響を及ぼす変更または修正が

なされ、または、 

(ii) 上述の法律、規則または命令の適用または解釈に関し公式見解に変更が生じ、 

かかる変更または修正がプライシングサプリメントの日付以降に効力を生じた結果、発行会社が、

本社債に関して後記社債要項第6.1項（追加額）に記載される追加額を支払う義務を負っているかま

たは負うことになると判断した場合、発行会社の選択により、後記社債要項第13項（通知）に記載す

る償還通知の付与をもって、以下に記載する適用償還価格（および償還日までに生じた利息）により、

満期前のいつでも一括で償還（一部償還は認められない。）することができる。発行会社は、課税事

由による償還が生じた場合にはこれを通知する。 

償還通知は償還予定日前60日から30日までの間に付与される。日付および適用償還価格は後記社債

要項第13項（通知）に従い交付される通知において特定される。 

適用償還価格は、計算代理人が決定する米ドルにおける金額とし、(a)当該本社債の計算金額に(b)

以下の算式に従って算出される比率を乗じて得られる積とする。 

 

参照価格 × (１＋償却利回り)n 

 

本項において、 

「計算金額」とは、10,000米ドルをいう。 

「計算代理人」とは、モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社およびその承継人をいう。 

 

「参照価格」とは、40.14％である。 

 

「償却利回り」とは、年率4.68％を小数で表示したものである。 
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「n」とは、本社債の発行日（同日を含む。）から当該本社債の履行期が到来し支払われるべきも

のとなった日（期限前償還日を含む。）（同日を含まない。）までの年数であり、日数計算式

(30/360)(ISDA)に基づき算出される。 

 

「日数計算式(30/360)(ISDA)」とは、計算期間の日数を360で除して得られる数を意味し、その際

の計算式は次のとおりとする。 

 

日数計算式(30/360)(ISDA)＝ 
[360x(Y

2
-Y

1
)]+[30x(M

2
-M

1
)]+(D

2
-D

1
) 

360 

「Y1」は、計算期間の初日が属する年を示す数値を意味する。 

「Y2」は、計算期間末日の翌日が属する年を示す数値を意味する。 

「M1」は、計算期間の初日が属する暦月を示す数値を意味する。 

「M2」は、計算期間末日の翌日が属する暦月を示す数値を意味する。 

「D1」は、計算期間に属する最初の暦日を示す数値を意味する。ただし、その数値

が31である場合には、D1は30とする。 

「D2」は、計算期間末日の翌暦日を示す数値を意味する。ただし、その数値が31で

あり、かつD1が29より大きな数値である場合には、D2は30とする。 

 

[豪ドル建社債] 

本社債は、 

(i) 米国、または米国のもしくは米国内の行政上の下部組織もしくは課税当局の法律または法

律に基づき制定された規則もしくは命令において、課税に影響を及ぼす変更または修正が

なされ、または、 

(ii) 上述の法律、規則または命令の適用または解釈に関し公式見解に変更が生じ、 

かかる変更または修正がプライシングサプリメントの日付以降に効力を生じた結果、発行会社が、

本社債に関して後記社債要項第6.1項（追加額）に記載される追加額を支払う義務を負っているかま

たは負うことになると判断した場合、発行会社の選択により、後記社債要項第13項（通知）に記載す

る償還通知の付与をもって、以下に記載する適用償還価格（および償還日までに生じた利息）により、

満期前のいつでも一括で償還（一部償還は認められない。）することができる。発行会社は、課税事

由による償還が生じた場合にはこれを通知する。 

償還通知は償還予定日前60日から30日までの間に付与される。日付および適用償還価格は後記社債

要項第13項（通知）に従い交付される通知において特定される。 

適用償還価格は、計算代理人が決定する豪ドルにおける金額とし、(a)当該本社債の計算金額に(b)

以下の算式に従って算出される比率を乗じて得られる積とする。 

 

参照価格 × (１＋償却利回り)n 
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本項において、 

「計算金額」とは、10,000豪ドルをいう。 

 

「計算代理人」とは、モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社およびその承継人をいう。 

 

「参照価格」とは、36.27％である。 

 

「償却利回り」とは、年率5.21％を小数で表示したものである。 

 

「n」とは、本社債の発行日（同日を含む。）から当該本社債の履行期が到来し支払われるべきも

のとなった日（期限前償還日を含む。）（同日を含まない。）までの年数であり、日数計算式

(30/360)(ISDA)に基づき算出される。 

 

「日数計算式(30/360)(ISDA)」とは、計算期間の日数を360で除して得られる数を意味し、その際

の計算式は次のとおりとする。 

 

日数計算式(30/360)(ISDA)＝ 
[360x(Y

2
-Y

1
)]+[30x(M

2
-M

1
)]+(D

2
-D

1
) 

360 

「Y1」は、計算期間の初日が属する年を示す数値を意味する。 

「Y2」は、計算期間末日の翌日が属する年を示す数値を意味する。 

「M1」は、計算期間の初日が属する暦月を示す数値を意味する。 

「M2」は、計算期間末日の翌日が属する暦月を示す数値を意味する。 

「D1」は、計算期間に属する最初の暦日を示す数値を意味する。ただし、その数値

が31である場合には、D1は30とする。 

「D2」は、計算期間末日の翌暦日を示す数値を意味する。ただし、その数値が31で

あり、かつD1が29より大きな数値である場合には、D2は30とする。 

 

[円建社債] 

本社債は、 

(i) 米国、または米国のもしくは米国内の行政上の下部組織もしくは課税当局の法律または法

律に基づき制定された規則もしくは命令において、課税に影響を及ぼす変更または修正が

なされ、または、 

(ii) 上述の法律、規則または命令の適用または解釈に関し公式見解に変更が生じ、 

かかる変更または修正がプライシングサプリメントの日付以降に効力を生じた結果、発行会社が、

本社債に関して後記社債要項第6.1項（追加額）に記載される追加額を支払う義務を負っているかま

たは負うことになると判断した場合、発行会社の選択により、後記社債要項第13項（通知）に記載す
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る償還通知の付与をもって、以下に記載する適用償還価格（および償還日までに生じた利息）により、

満期前のいつでも一括で償還（一部償還は認められない。）することができる。発行会社は、課税事

由による償還が生じた場合にはこれを通知する。 

償還通知は償還予定日前60日から30日までの間に付与される。日付および適用償還価格は後記社債

要項第13項（通知）に従い交付される通知において特定される。 

適用償還価格は、計算代理人が決定する日本円における金額とし、(a)当該本社債の計算金額に(b)

以下の算式に従って算出される比率を乗じて得られる積とする。 

 

参照価格 × (１＋償却利回り)n 

 

本項において、 

「計算金額」とは、1,000,000円をいう。 

 

「計算代理人」とは、モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社およびその承継人をいう。 

 

「参照価格」とは、59.98％である。 

 

「償却利回り」とは、年率2.59％を小数で表示したものである。 

 

「n」とは、本社債の発行日（同日を含む。）から当該本社債の履行期が到来し支払われるべきも

のとなった日（期限前償還日を含む。）（同日を含まない。）までの年数であり、日数計算式

(30/360)(ISDA)に基づき算出される。 

 

「日数計算式(30/360)(ISDA)」とは、計算期間の日数を360で除して得られる数を意味し、その際

の計算式は次のとおりとする。 

 

日数計算式(30/360)(ISDA)＝ 
[360x(Y

2
-Y

1
)]+[30x(M

2
-M

1
)]+(D

2
-D

1
) 

360 

「Y1」は、計算期間の初日が属する年を示す数値を意味する。 

「Y2」は、計算期間末日の翌日が属する年を示す数値を意味する。 

「M1」は、計算期間の初日が属する暦月を示す数値を意味する。 

「M2」は、計算期間末日の翌日が属する暦月を示す数値を意味する。 

「D1」は、計算期間に属する最初の暦日を示す数値を意味する。ただし、その数値

が31である場合には、D1は30とする。 

「D2」は、計算期間末日の翌暦日を示す数値を意味する。ただし、その数値が31で

あり、かつD1が29より大きな数値である場合には、D2は30とする。 
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第３【第三者割当の場合の特記事項】 

 

 該当事項なし。 

 

第４【その他の記載事項】 

 

 該当事項なし。 

 

第二部【公開買付けに関する情報】 

 

第１【公開買付けの概要】 

 

 該当事項なし。 

 

第２【統合財務情報】 

 

 該当事項なし。 

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】 

 

 該当事項なし。 

 

第三部【参照情報】 

 

第１【参照書類】 

 

 会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法（昭和23年法律第25号、その後の改正を含む。）第５条

第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照すること。 

 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

事業年度 2024年度（自2024年１月１日 至2024年12月31日） 

令和７年６月30日関東財務局長に提出 

事業年度 2025年度（自2025年１月１日 至2025年12月31日） 

令和８年６月30日までに関東財務局長に提出予定 

 

２【半期報告書】 

事業年度 2025年中（自2025年１月１日 至2025年６月30日） 

令和７年９月30日までに関東財務局長に提出予定 

事業年度 2026年中（自2026年１月１日 至2026年６月30日） 

令和８年９月30日までに関東財務局長に提出予定 
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３【臨時報告書】 

上記１の有価証券報告書提出後、本発行登録追補書類提出日（令和７年９月 12日）までに、金融商

品取引法第 24条の５第４項および企業内容等の開示に関する内閣府令第 19条第２項第１号の規定

に基づき臨時報告書を令和７年７月 14 日に関東財務局長に提出 

 

４【外国会社報告書及びその補足書類】 

該当事項なし。 

 

５【外国会社半期報告書及びその補足書類】 

該当事項なし。 

 

６【外国会社臨時報告書】 

該当事項なし。 

 

７【訂正報告書】 

該当事項なし。 

 

第２【参照書類の補完情報】 

 

 上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載の「事業等のリスク」については、当該有価証

券報告書の提出日以後、本発行登録追補書類提出日（令和７年９月12日）までの間において重大な変更

は生じておらず、また追加で記載すべき事項も生じていない。 

 

 また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されているが、当該事項は本発行登録追補書

類提出日（令和７年９月12日）現在においてもその判断に重要な変更はなく、新たに記載する将来に関

する事項もない。 

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】 

 

 該当事項なし。 

 

 

第四部【保証会社等の情報】 

 

 該当事項なし。 





  

 

 

１．この発行登録目論見書が対象とする社債7,800億円の売出しに関する発行登録

については、発行会社は、金融商品取引法第23条の３第１項の規定により、発

行登録書を令和６年９月27日に関東財務局長に提出し、令和６年10月５日にそ

の効力が生じています。また、金融商品取引法第23条の４の規定により、モル

ガン･スタンレー 2045年９月14日満期 米ドル建ゼロクーポン社債、モルガ

ン・スタンレー 2045年９月14日満期 豪ドル建ゼロクーポン社債およびモル

ガン・スタンレー 2045年９月14日満期 円建ゼロクーポン社債の売出しに関

する訂正発行登録書を令和７年８月15日に関東財務局長に提出しております。 

 

２．この発行登録目論見書に記載された内容については、今後訂正されることがあ

ります。また、参照すべき旨記載された参照情報が新たに差し替わることがあ

ります。 

 

３．この発行登録目論見書に基づき、本社債を売り付ける場合には、発行登録追補

目論見書を交付致します。 

 

４．モルガン･スタンレー 2045年９月14日満期 米ドル建ゼロクーポン社債（「米

ドル建社債」といいます。）、モルガン・スタンレー 2045年９月14日満期 

豪ドル建ゼロクーポン社債（「豪ドル建社債」といいます。）およびモルガ

ン・スタンレー 2045年９月14日満期 円建ゼロクーポン社債（「円建社債」

といい、米ドル建社債および豪ドル建社債とあわせて「本社債」と総称しま

す。）は、1933年米国証券法（「証券法」）に基づき登録されておらず、今後

もその予定はありません。いかなるときにおいても米国内で、または米国人に

対し、米国人の計算でもしくは米国人のために本社債の募集、売出しまたは売

付けをすることはできません。本段落で用いる用語は、証券法に基づくレギュ

レーションＳにおいて定義された意味を有します。 

 

５．米ドル建社債および豪ドル建社債はそれぞれ米ドル貨および豪ドル貨をもって

表示されておりますので、外国為替相場の変動により影響を受けることがあり

ます。 

 

６．本社債に投資しようとする投資家は、本社債への投資を判断するにあたって、

必要に応じ、自身の独立した法務、税務、会計等の専門家の助言を受けるべき

であり、本社債の投資に伴うリスクを理解し、かかるリスクに耐えうる投資家

のみが本社債に対する投資を行うべきです。 

 

７．この特記事項の直後に挿入される「FP情報 税制割引債の源泉徴収」および

「無登録格付に関する説明書」は、本社債の売出人である三菱ＵＦＪモルガ

ン・スタンレー証券株式会社の作成に係るものであり、目論見書の一部を構成

するものではありません。 
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・本資料は三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社が信頼できると判断した情報に基づいて作成したものです。三菱ＵＦＪモルガン・ス

タンレー証券株式会社は、これらの情報が正確であるとの保証をするものではありません。 

・本資料は 2024 年 10 月 24 日時点で施行されている法律等に基づき作成されたものであり、今後予告なく変更される可能性があります。なお、 

本資料が提供する情報は一般的な前提に基づいておりますので、個別具体的な事象に適用する場合、税務署、税理士等の専門家にご相談くだ

さい。            

Ｆ Ｐ 情 報 

 

税制割引債の源泉徴収 
 

 居住者等の個人の税制割引債の譲渡及び償還による所得は、原則として、上場株式等の譲渡所

得等として、所得税及び復興特別所得税 15.315％と住民税 5％の合計 20.315％の申告分離課税

です。2016 年より、税制割引債（注１）の償還金からは、実際の償還差損益に関わらず、「償還金

額×みなし割引率（注２）×源泉徴収税率（20.315％）」の金額が源泉徴収されます。よって、税制

割引債の償還は原則として確定申告（注３）が必要であり、申告時に、実際の償還差損益に基づき

納付すべき税額を計算し、償還時に源泉徴収された税額が過大である時は、納付すべき税額から

控除する（あるいは還付を受ける）ことになります。 

 ただし、特定口座内で償還した場合はみなし割引率の適用はなく、特定口座上の取得価額に基

づき償還差損益が計算されます。また、源泉徴収ありの特定口座での償還は、譲渡益税が源泉徴

収されるため、申告不要を選択することができます。 

（注１）税制割引債とは、以下の①～④の公社債です。 

①割引の方法により発行された公社債（発行時源泉徴収済のものを除く） 

②分離元本公社債 

③分離利子公社債 

④発行価額が額面金額の 90%以下の利付公社債 

（注２）みなし割引率は下表のとおりです。 

 

みなし割引率 

源泉徴収税率 

個人(20.315％) 法人(15.315％) 

発行から償還までの期限が 1 年

以内（分離利子公社債を除く） 
0.2％ 

償還金額の 

0.04063％ 

償還金額の 

0.03063％ 

発行から償還までの期限が 1 年

超及び分離利子公社債 
25％ 

償還金額の 

5.07875％ 

償還金額の 

3.82875％ 

（注３）証券会社より『特定割引債の償還金の支払通知書』または『特定口座年間取引報告書』を交付

します。 

 

 また、普通法人等以外の法人（注４）の保有する税制割引債の償還金からも、上記みなし割引率（注２）

に基づき、所得税及び復興特別所得税 15.315％が源泉徴収されます。法人税の申告による源泉

所得税等の控除の機会が無い法人は注意が必要です。ただし、証券会社等と割引債管理契約を締

結している普通法人等以外の法人（注 5）が、管理契約締結後に購入した税制割引債は、実際の償

還差益に対して所得税及び復興特別所得税 15.315％が源泉徴収されます。 

（注４）普通法人等以外の法人には、以下の①～④が該当します。 

①一般社団法人および一般財団法人（公益社団法人および公益財団法人を除く） 

②人格の無い社団 

③法人税法以外の法律によって法人税法の公益法人とみなされている法人 

 （認可地縁団体、防災街区整備事業組合、特定非営利活動法人、マンション管理組合等） 

④外国法人 

（注５）外国法人は、割引債管理契約を締結することはできません。 
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無登録格付に関する説明書 

 

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録

制が導入されております。 

これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商

品取引法により、無登録格付である旨及び登録の意義等を顧客に告げなければならないこととされております。 

以下は、同法に基づいた無登録格付業者に関する説明です。 
 
1． 登録の意義について 

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務管理体

制の整備義務、③格付対象の証券を保有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成及び公表・

説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、報告徴求・立入検査、業務改善命令等

の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督を受けておりません。 
 
2． 無登録の格付会社の例について 

格付情報を付与している格付会社のうち、下記の格付会社グループは金融商品取引法第 66条の 27 に基づ

く登録を受けておりません。 
 

【S&P グローバル・レーティング】 

 格付会社グループの呼称について 

S&P グローバル・レーティング 

 同グループ内で登録を受けている信用格付業者の名称及び登録番号 

同グループの下記日本法人は当該登録を受けております。 

S&P グローバル・レーティング・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第５号） 

 信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

S&P グ ロ ー バ ル ・ レ ー テ ィ ン グ ・ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.spglobal.co.jp/ratings）の「ライブラリ・規制関連」の「無登録格付け情報」

（http://www.spglobal.co.jp/unregistered）に掲載されております。 

 信用格付の前提、意義及び限界について 

S&P グローバル・レーティングの信用格付は、発行体又は特定の債務の将来の信用力に関する現

時点における意見であり、発行体又は特定の債務が債務不履行に陥る確率を示した指標ではなく、

信用力を保証するものでもありません。また、信用格付は、証券の購入、売却又は保有を推奨す

るものでなく、債務の市場流動性や流通市場での価格を示すものでもありません。 

信用格付は、業績や外部環境の変化、裏付け資産のパフォーマンスやカウンターパーティの信用

力変化など、さまざまな要因により変動する可能性があります。 

S&P グローバル・レーティングは、信頼しうると判断した情報源から提供された情報を利用して

格付分析を行っており、格付意見に達することができるだけの十分な品質及び量の情報が備わっ

ていると考えられる場合にのみ信用格付を付与します。しかしながら、S&P グローバル・レーテ

ィングは、発行体やその他の第三者から提供された情報について、監査・デュー・デリジェンス

または独自の検証を行っておらず、また、格付付与に利用した情報や、かかる情報の利用により

得られた結果の正確性、完全性、適時性を保証するものではありません。さらに、信用格付によ

っては、利用可能なヒストリカルデータが限定的であることに起因する潜在的なリスクが存在す

る場合もあることに留意する必要があります。 

 
【ムーディーズ】 

 格付会社グループの呼称について 

ムーディーズ・レーティングス 

 同グループ内で登録を受けている信用格付業者の名称及び登録番号 

同グループの下記日本法人は当該登録を受けております。 

ムーディーズ・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第２号） 

 信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

ムーディーズ・ジャパン株式会社のウェブサイト 

（https://ratings.moodys.com/japan/ratings-news）の「規制関連」のタブ下にある「開示」を

クリックした後に表示されるページの「無登録格付説明関連」の欄に掲載されております。 
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 信用格付の前提、意義及び限界について 

ムーディーズ・レーティングス（以下、「ムーディーズ」といいます。）の信用格付は、事業体、

与信契約、債務又は債務類似証券の将来の相対的信用リスクについての、現時点の意見です。ム

ーディーズは、信用リスクを、事業体が契約上・財務上の義務を期日に履行できないリスク及び

デフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産的損失と定義しています。信用

格付は、流動性リスク、市場リスク、価格変動性及びその他のリスクについて言及するものでは

ありません。また、信用格付は、投資又は財務に関する助言を構成するものではなく、特定の証

券の購入、売却、又は保有を推奨するものではありません。ムーディーズは、いかなる形式又は

方法によっても、これらの格付若しくはその他の意見又は情報の正確性、適時性、完全性、商品

性及び特定の目的への適合性について、明示的、黙示的を問わず、いかなる保証も行っていませ

ん。 

ムーディーズは、信用格付に関する信用評価を、発行体から取得した情報、公表情報を基礎とし

て行っております。ムーディーズは、これらの情報が十分な品質を有し、またその情報源がムー

ディーズにとって信頼できると考えられるものであることを確保するため、全ての必要な措置を

講じています。しかし、ムーディーズは監査を行う者ではなく、格付の過程で受領した情報の正

確性及び有効性について常に独自の検証を行うことはできません。 
 

【フィッチ・レーティングス】 

 格付会社グループの呼称について 

フィッチ・レーティングス 

 同グループ内で登録を受けている信用格付業者の名称及び登録番号 

同グループの下記日本法人は当該登録を受けております。 

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第７号） 

 信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社のホームページ（https://www.fitchratings.com/ja）

の「規制関連」セクションにある「格付方針等の概要」に掲載されております。 

 信用格付の前提、意義及び限界について 

フィッチ・レーティングス（以下、「フィッチ」といいます。）の格付は、所定の格付基準・手法

に基づく意見です。格付はそれ自体が事実を表すものではなく、正確又は不正確であると表現し

得ません。信用格付は、信用リスク以外のリスクを直接の対象とはせず、格付対象証券の市場価

格の妥当性又は市場流動性について意見を述べるものではありません。格付はリスクの相対的評

価であるため、同一カテゴリーの格付が付与されたとしても、リスクの微妙な差異は必ずしも十

分に反映されない場合もあります。信用格付はデフォルトする蓋然性の相対的序列に関する意見

であり、特定のデフォルト確率を予測する指標ではありません。 

フィッチは、格付の付与・維持において、発行体等信頼に足ると判断する情報源から入手する事

実情報に依拠しており、所定の格付方法に則り、かかる情報に関する調査及び当該証券について

又は当該法域において利用できる場合は独立した情報源による検証を、合理的な範囲で行います

が、格付に関して依拠する全情報又はその使用結果に対する正確性、完全性、適時性が保証され

るものではありません。ある情報が虚偽又は不当表示を含むことが判明した場合、当該情報に関

連した格付は適切でない場合があります。また、格付は、現時点の事実の検証にもかかわらず、

格付付与又は据置時に予想されない将来の事象や状況に影響されることがあります。 

信用格付の前提、意義及び限界の詳細にわたる説明については、フィッチの日本語ウェブサイト

上の「格付及びその他の形態の意見に関する定義」をご参照ください。 
 

この情報は、2025 年 4 月 1 日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全

性を保証するものではありません。詳しくは上記格付会社のホームページをご覧ください。 
 

以  上 



  

 
【表紙】  

【提出書類】 発行登録書（訂正発行登録書を含む。） 
 

【提出先】 関東財務局長 
 

【提出日】 令和６年９月27日 発行登録書提出 
令和７年５月22日 訂正発行登録書提出 
令和７年６月30日 訂正発行登録書提出 
令和７年７月14日 訂正発行登録書提出 
令和７年８月12日 訂正発行登録書提出 
令和７年８月13日 訂正発行登録書提出 
令和７年８月15日 訂正発行登録書提出 
 

【会社名】 モルガン・スタンレー 
 (Morgan Stanley) 

 
【代表者の役職氏名】 授権署名者 山来 信子 

(Nobuko Yamaki, Authorized Signatory) 
 

【本店の所在の場所】 アメリカ合衆国 10036 ニューヨーク州 
ニューヨーク、ブロードウェイ1585 
(1585 Broadway, New York, New York 
10036, U.S.A.) 
 

【代理人の氏名又は名称】 弁 護 士  庭 野 議 隆 
 

【代理人の住所又は所在地】 東京都千代田区大手町一丁目１番１号 
大手町パークビルディング 
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業 
 

【電話番号】 (03)6775-1000 
 

【事務連絡者氏名】 弁 護 士  塩 見 竜 一 
同    早 田 尚 史 
同    伊 藤 公 洋 
同    香 西 佑 樹 
同    上 部 大 樹 
同    前 田 康 熙 

 
【連絡場所】 東京都千代田区大手町一丁目１番１号 

大手町パークビルディング 
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業 
 

【電話番号】 (03)6775-1000 
 

【発行登録の対象とした売出有価証券の種類】 社債 
 

【発行登録書の内容】  

提出日 令和６年９月27日 

効力発生日 令和６年10月５日 

有効期限 令和８年10月４日 

発行登録番号 ６－外１ 

発行予定額又は発行残高の上限 7,800億円 

発行可能額 
 

760,587,016,987円 
 

【安定操作に関する事項】 該当事項なし 
 

【縦覧に供する場所】 該当事項なし 
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